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Ⅰ

高齢者の
積極的な
社会参加の
推進

～生涯現役として
活躍できる地域づく
り～

〇老人クラブ活動を支援
○地域における生活支援の担
い手活動への支援
○生きがいにつながる就労の
場の立ち上げを支援

〇老人クラブは、高齢者の社会参加活動推進のための重要な団体の一つでる。しかし、会員の高齢化や価
値観の多様化により会員数、クラブ数ともに減少していることから、老人クラブ活動存続に向けた課題解決を
支援する必要がある。

〇生活支援の取組団体に登録した高齢者のボランティア人数は目標を上回ったものの、生活支援ボランティ
ア養成研修を受講した高齢者全体の数は目標を下回ったことから、さらに多くの高齢者の生活支援の担い手
として活動いただけるよう受講を働きかけていく必要がある。

〇老人クラブの活動を紹介する記事を広報に掲載し、市民への周知を図ることによ
り、地域との交流の中で、いきいき活動できるよう支援

〇生活支援について、高齢者の生きがいづくりや社会貢献につながる取組であること
の普及啓発を行う。

高齢者の
積極的な
社会参加の
推進

～生涯現役として
活躍できる地域づく
り～

１　積極的な社会参加の推進
（１）交流機会の充実
（２）高齢者の就労的活動支援

＜主な取り組み＞
〇老人クラブ活動等、高齢者が主体となる活動への支援
〇地域における生活支援の担い手活動への支援

◎生きがいを持って暮らしている高齢者の割合　【新規】

○積極的な社会参加の推進
　・生活支援ボランティア養成研修を受講した高齢者総数
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Ⅱ

高齢者の
健康づくり

～健康長寿に向け
た継続性のある取
組～

〇高齢者の主体的な健康づくり
への支援
〇「通いの場」の立ち上げ・活動
継続への支援
○高齢者が状態に応じたリハビ
リテーションサービスを利用し、
自分らしく暮らし続けていけるよ
うリビリテーション専門職等との
連携の強化

　

〇保健事業と介護予防の一体的実施のため配置された歯科衛生士、管理栄養士の協力も得ながら、栄養
改善や口腔機能の向上・口腔ケアの普及啓発を実施した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、予
定された事業の一部を実施することができなかった。

〇新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、高齢者の外出が制限されたことに加え、実施会場の使用が
困難になるなど、通いの場を拡大する取組みを実施することが困難であった。

○「介護・介助が必要になった主な原因」でも、高齢による衰弱や骨折・転倒がニーズ調査に回答した高齢者
全体で47％（＊１）を占めており、対策が必要である。

〇団塊の世代の興味・関心に合わせた新たな事業構築が必要

○リハ職との連携により短期集中予防サービスモデル事業を実施。地域包括支援センターとの連携により要介
護状態に陥るリスクが高い高齢者を対象とし、事業終了後に社会資源の参加につなげる手法が課題であっ
た。

○通いの場のほか、直営の介護予防事業や保健事業と介護予防の一体的実施との連携、
地域住民や自治会やサロン等の住民団体からの受託事業により、フレイル予防や転倒・骨折
予防、認知症予防等の普及啓発を行う。

○団塊の世代の新たな高齢者像に対応したオンライン等の活用を検討していく。

○住民主体の通いの場拡大に向けた取組を行う。

○リハビリテーション専門職との連携により、より広く市民に向けて、フレイル予防や転倒・骨折
予防、膝痛・腰痛予防の普及啓発を行う。
　短期集中予防サービスモデル事業終了後に継続して介護予防に取組めるよう支援する。

高齢者の
健康づくり

～健康長寿に向け
た継続性のある取
組～

１　健康づくり・介護予防の推進
（１）健康づくりの推進
（２）介護予防の推進

＜主な取組＞
○高齢者のこころの健康づくりや、食生活とお口の健康づくりなど、高齢者の主体的な健
康づくりへの支援
〇オンライン等を活用した取組
○地域における介護予防推進に向けた「通いの場」の立ち上げ・活動継続への支援
○リビリテーション専門職等との連携による、介護予防の普及啓発を行う

◎心身ともに健康だと感じる高齢者の割合【新規】

○健康づくり・介護予防の推進
　・「通いの場」取組団体数

○地域リハビリテーションの推進
　・短期集中予防サービスモデル事業実施回

○認知症を正しく理解し偏見を持たず認知症の人と家族を手助けする認知症サポーターの養成は、小・中学
生を対象とした講座の開催は年々拡大しているが、日頃、高齢者と接する機会が多いことが想定される小売
業・金融機関・公共交通機関等の従業員等に向けた講座の開催が進んでいない現状。

○意欲的なサポーターの活動を推進しており、今後はさらに本人とサポーターがチームを組み、社会参加に向
けた活動をするチームオレンジの編成・活動支援を進めていくことが必要。

○認知症施策推進大綱により、認知症の人やその家族の視点に立って、当事者の意見を踏まえて施策を推
進することとされているが、取組が進んでいない現状。

○ニーズ調査に回答した一般高齢者のうち、認知機能の低下のリスクに該当する割合が47.5％（※１）となっ
ており、対策が必要である。

〇認知症高齢者等、支援を要する高齢者が増加しているが、ニーズ調査に回答した高齢者の70.4%（※1）が
認知症に関する相談窓口を知らない現状。

【出典】※１　令和4年12月　花巻市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書

介護給付適正化に向けた取組

○保険給付費は約323億8千
万円の計画に対し約311億5千
万円（計画比96.2％）の見込

○施設整備については、認知
症対応型グループホーム１施
設（９床）の整備を行った

○介護認定調査の点検（全件）
とケアプラン点検、介護給付費
通知（サービス利用者に対し
て、各年10～12月の利用実績
を翌年3月に通知）により介護
給付の適正化に努めた

介護サービスの
充実

～持続可能な介護
保険制度の運営～
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Ⅳ

◎市内介護サービス事業所運営法人のうち職員が不足していると回答した法人の
割合【新規】

〇要介護認定の適正化
　・認定調査項目別の選択状況の全国保険者との比較において、業務分析
　　データより箱ひげ図から飛び出している調査項目数（全７４項目中）
　
○ケアプランの点検等
　・点検実施件数
　・点検で改善を促した項目の点検後改善率
　・リハビリテーション専門職による住宅改修の点検実施件数

○縦覧点検・医療情報との突合
　・岩手県国保連合会による縦覧点検結果の確認
　・岩手県国保連合会による医療情報との突合点検結果の確認

安心して
生活できる
環境づくり

～いつまでも住み
慣れた地域で生活
ができる支援体制
の整備～

１　地域包括ケアシステムの充実
（１）地域包括支援センターの効果的な業務展開
（２）日常生活の支援体制の整備
（３）医療と介護の連携推進
（４）認知症施策の推進
（５）地域ケア会議の推進

　
２　生活を支援するサービスの充実
　地域における生活支援の充実

３　地域での見守りの仕組みづくり
　
４　災害対策・感染症対策の推進

◎高齢者が必要な支援を受けていると感じる高齢者の割合【新規】

○日常生活の支援体制の整備
　①地域団体による生活支援の体制整備
　　・生活支援取組団体数
　②生活支援ボランティアの育成推進
　　・生活支援ボランティア養成研修受講者総数
　　・生活支援の取組団体に登録するボランティア総数

○在宅医療・介護連携推進
　・地域連携パスの活用件数【新規】
　・在宅医療介護連携推進講演会の満足度【新規】

○認知症の方やその家族への支援体制づくり
　・認知症サポーター養成講座年間受講者数
　・認知症サポーターステップアップ講座年間受講者数

○地域ケア会議の推進
　・地域ネットワーク会議(日常生活圏域)実施回数

○地域における生活支援の推進
　・「ご近所サポーター事業」実利用人数

＜主な取り組み＞
○地域包括支援センターの総合相談等、業務の効果的な展開
○地域の共通課題について、整理・分析を行い、「地域ケア推進会議」において解決策
に関する検討を行う。
○地域における生活支援の取り組みの拡大と、住民ボランティアの養成
○在宅医療介護連携推進におけるACP（アドバンス・ケア・プランニング）等の幅広い世代
に対する普及啓発
○講演会等による認知症の正しい知識の普及啓発と、認知症サポーターを活用した支援
体制の構築
〇専門職との連携を強化するとともに、定期的に専門職へ現状について調査を行い、課
題の把握を行う。

○花巻市奨学金の返還金一部補助の交付実績が１件にとどまっており、積極的な周知が必要である。
〇令和５年度より開始した新卒介護職員の家賃補助の交付実績は２件であり、事業所等への周知機会を増
やす必要がある。
○自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメント力の向上につながるケアプラン点検の在り方や体制の検
討が必要である。
○住宅改修において、生活機能の評価や予後予測などについて、リビリテーション専門職との連携が必要な
事例が見られ、利用者の状態に合った効果的な改修になるよう、事前承認時からの多職種連携や研修等に
よる理解促進が必要である。
〇専門事業所へ事業委託し実施しているが、ニーズに対する分析が不十分であったり、加算に必要な根拠が
記載されていないケアプラン等がある。
○新型コロナウイルス感染症対策のため、書面による点検とオンライン面談による点検の二通りの手法で実施
したが、書面のみのケアプラン点検は改善に繋がりにくかった。
〇介護認定調査において、一部介助、全介助などの選択肢からあてはまるものを選択する「基本調査」と、基
本調査の選択肢を選択した根拠や、選択肢の状況が起こる頻度などの補足事項等を文章で記載する「特記
事項」の記載内容の整合性の確認を目視で行っているが、効率化の観点から対策をとる必要がある。
〇認定調査員による「基本調査」において、各調査項目の各選択肢が選択される割合が、全国平均値と比
較し偏りが生じている項目について、各調査員が選択肢を選択する際の基準が統一されているか確認し、認
定調査の平準化を図る必要がある。

○介護保険サービス給付の適正化

○介護人材の確保と定着支援

○ケアプラン点検を効果的に行う体制づくり

○リビリテーション専門職による住宅改修の点検

〇効果的で効率的な認定調査票の点検

〇研修会などの実施による認定調査の更なる平準化

〇より効果的なケアプラン点検とするため、全件オンライン面談で実施し、介護支援
専門員１人１人にあわせたアドバイスを含めて実施する。

○介護支援専門員へのケアプランの書き方に関する手引きの普及啓発及び資質向
上のための研修会を通じて、ケアマネジメント力の向上を図る。

介護サービスの
充実

～持続可能な介護
保険制度の運営～

１　効果的・効率的な介護保険事業の運営
　（１）保険者機能の強化
　（２）介護保険サービスの確保・質の向上
　（３）介護給付適正化に向けた取組
　
２　第９期における介護保険サービスの提供
　（１）地域ニーズにあった介護保険サービスの提供
　（２）介護保険サービスの基盤整備計画
　（３）居宅サービスの提供（実績と見込み）
　（４）地域密着型サービスの提供（実績と見込み）
　（５）施設サービスの提供（実績と見込み）
　
＜主な取り組み＞
○介護人材確保（お仕事セミナー、奨学金補助、家賃補助）
〇要介護認定の適正化
○ケアプラン点検
○リハビリテーション専門職による住宅改修の点検
○縦覧点検・医療情報との突合

花巻市高齢者いきいきプランにかかる第8期（令和3年度～令和5年度）の振り返りと第９期（令和６年度～令和８年度）の取組　　ー花巻市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画に向けた施策整理表ー

【第８期計画】 令和３年度～令和５年度 【考察】 次期（第９期）計画の施策展開に反映させる課題と取組ポイント 【第９期計画】 令和６年度～令和８年度
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Ⅲ

安心して
生活できる
環境づくり

～いつまでも住み
慣れた地域で生活
ができる支援体制
の整備～

○地域包括支援センターの機
能強化と効果的な業務展開

○医療と介護の連携推進

○認知症施策の推進

○生活支援サービスの充実

〇地域包括支援センターの機能強化
・高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターのさらなる周知に努める。
・関係機関との連携を強化する。

〇生活支援の体制整備
・高齢者の地域活動の推進として、住民ボランティアを担い手とする生活支援の取組
団体の立ち上げを支援する。
・生活支援は、社会に必要とされる取組で、地域貢献と生きがいのどちらも得られる
活動であることを広く普及啓発する。
・地域福祉コーディネーター(CSW)、地域包括支援センター、各地域のコミュニティ会
議と連携し地域課題を把握し、地域住民と共有することにより地域での支えあい意識
を高める。
・生活支援団体の立ち上げ準備からボランティアの担い手の確保等、実際の取組の
サポートまで継続的に支援する。

〇地域ケア会議の推進
・地域の共通課題について、関係者が把握している状況について情報収集や分析を
行い、「地域ケア推進会議」において、解決策に関する検討を行う。

〇在宅医療・介護連携推進
・専門職種間の横のつながりの強化に向けた体制づくりへの支援
・高齢者とその家族、在宅医療・介護連携の関係者の在宅療養やACP等への理解を
深めるため、幅広い世代に対する普及啓発を行う

〇認知症施策の推進
・企業や職域における認知症サポーター養成講座の開催機会の拡大
・認知症サポーターを活用した支援体制の構築（ステップアップ講座の開催、チーム
オレンジの編成・活動支援）
・認知症当事者の意見を把握し、施策に反映する取組みの推進
・認知症の重症化予防に向けた地域活動の推進（通いの場等）
・認知症に関する相談窓口である地域包括支援センターのさらなる周知に努める。

〇成年後見制度の利用促進
・専門職が後見等を受任しやすい仕組みの構築

○介護や高齢者福祉サービス等に関する相談など、高齢者の相談件数は増加しているが、ニーズ調査に回
答した高齢者の70.4％（＊１）が認知症に関する相談窓口を知らない現状。地域包括支援センターの総合相
談支援業務の周知が必要がある。

○ご近所サポータ事業の利用者は増加し、生活支援に取り組んでいる団体は年々増加しているもの、現状と
して市全体の34％程度の行政区しかカバーできていない。（利用者　R3：実73人、延べ1,567人　R4：実100
人、延べ1,949人）
　生活支援取組団体が増加していることもあり、ボランティア数は増加しているものの、ボランティアの高齢化
など、担い手の確保が深刻となってきている。

〇個別の事例の検討を行う「地域ケア個別会議」、圏域ごとの課題を関係者と共有する「地域ネットワーク会
議」のこれまでの開催を通じて、各圏域の地域課題を共有し「地域ケア推進会議」を開催した。把握された課
題の状況や今後のニーズなどの詳細な分析が必要な状況である。

〇高齢者の約3人に1人（＊１）が終末期の療養生活を自宅で過ごしたいと希望しており、在宅医療と介護のさ
らなる連携等、在宅療養支援のさらなる推進が必要である。
在宅医療と介護サービスが切れ目なく提供できるよう、在宅医療・介護連携における関係者のさらなる推進が
必要である。

〇ひとり暮らしや認知症の高齢者が増加すると見込まれており、介護サービス利用の契約や預貯金等の財産
管理といった、専門性の高い支援を行う成年後見制度の受任者の確保が必要である。

課題１

課題４

課題２

課題３

課題５

高齢者が活躍できる地域の体制づくり

高齢者の健康づくりと主体的な介護予防の取り組みの推進

高齢者の支援体制の強化と互いに助け合える地域づくり

認知症にやさしい地域づくりの推進

介護サービスの安定的提供


